
2024年３月期  第１四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕（連結）
2023年８月10日

上場会社名 ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社 上場取引所  東 名

コード番号 5020 ＵＲＬ  https://www.hd.eneos.co.jp/

代表者 （役職名）代表取締役社長 （氏名）齊藤　猛

問合せ先責任者 （役職名）
インベスター・リレーションズ部

ＩＲグループマネージャー
（氏名）江口　小百合 ＴＥＬ  03-6257-7075

四半期報告書提出予定日 2023年８月10日 配当支払開始予定日 ―

四半期決算補足説明資料作成の有無：有

四半期決算説明会開催の有無      ：有 (機関投資家・アナリスト向け)

（百万円未満は四捨五入して表示しています）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 税引前利益
親会社の

所有者に帰属する
四半期利益

四半期包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期第１四半期 3,218,320 △9.5 94,005 △71.1 87,923 △73.5 45,802 △79.3 114,947 △62.8

2023年３月期第１四半期 3,555,106 59.8 325,349 100.9 331,970 111.1 221,355 126.7 309,330 147.1

基本的１株当たり
四半期利益

希薄化後１株当たり
四半期利益

円 銭 円 銭

2024年３月期第１四半期 15.19 15.16

2023年３月期第１四半期 69.31 69.14

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2024年３月期第１四半期 10,305,679 3,349,383 2,927,975 28.4

2023年３月期 9,954,517 3,287,578 2,859,832 28.7

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 － 11.00 － 11.00 22.00

2024年３月期 －

2024年３月期（予想） 11.00 － 11.00 22.00

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 税引前利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的１株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 13,400,000 △10.8 340,000 20.9 310,000 20.4 180,000 25.2 59.71

営業利益 （対前期増減率）

在庫影響を除いた利益相当額（通期） 2024年３月期 予想 340,000百万円 （37.9％）

［＜参考＞ 2023年３月期 実績 246,517百万円 ］

１．2024年３月期第１四半期の連結業績（2023年４月１日～2023年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

通期の連結業績予想は、前回(５月11日)発表を据え置いています。
上記の「基本的１株当たり当期利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数については、2023年６月30日現在の発
行済株式数（自己株式数を除く）を使用しています。
在庫影響（*）を除いた利益相当額（予想）は、以下のとおりです。

（*）総平均法及び簿価切下げによる棚卸資産の評価が売上原価に与える影響



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2024年３月期１Ｑ 3,032,850,649株 2023年３月期 3,032,850,649株

②  期末自己株式数 2024年３月期１Ｑ 18,320,254株 2023年３月期 18,280,020株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2024年３月期１Ｑ 3,014,561,118株 2023年３月期１Ｑ 3,193,862,980株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述について）

　本資料には、将来見通しに関する記述が含まれていますが、実際の結果は、様々な要因により、これらの記述と大

きく異なる可能性があります。かかる要因としては、

（１）マクロ経済の状況又はエネルギー・資源・素材業界における競争環境の変化

（２）法律の改正や規制の強化

（３）訴訟等のリスク　など

が含まれますが、これらに限定されるものではありません。

※　対前期(対前年同四半期)増減率について、当期(当四半期)・前期(前年同四半期)の一方もしくは両方がマイナスとな

る場合や、増減率が1,000％以上となる場合は「－」を記載しています。


